
 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 



 

 

 

 

 

調査対象 みよし市内在住の 16 歳以上の男女各 500 名 

抽出方法 住民基本台帳より、年代別・地域別で無作為抽出 

調査方法 郵送による調査票の配布、回収は郵送方式及び WEB 回答方式 

調査期間 令和４年 10 月 1 日（土）から令和４年 10 月 31 日（月）まで 

 

配布数 
有効回収数 

有効回収率 
郵送 WEB 計 

1,000 279 113 392 39.2% 
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資料：＜みよし市＞地方公共団体に関する男女共同参画等に係る調査（４月１日現在） 
＜愛知県＞男女共同参画に関する年次報告 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国：男女共同参画白書（９月１日現在） ※国の令和４年は未公表のため空欄 
   愛知県：男女共同参画に関する年次報告（４月１日現在） 
   みよし市：地方公共団体における男女共同参画（各年４月１日現在） 
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資料：国勢調査（10 月１日現在）
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５ みよし市男女平等推進参画プラン体系（案） 

➌

➏
推進体制は計画の後半に章立てして入れます 



 

 

 

 固定的な性別役割分担意識や無意識の偏見（アンコンシャス・バイアス）は、家庭や職場、地域など

をはじめとするあらゆる場において、依然として存在することから、あらゆる機会を通じた啓発活動に

努める必要があります。また、男女平等意識を育てていくためには、幼少期からの継続的な意識啓発が

非常に重要です。 

そのため、次期計画では大人を対象とした啓発活動だけでなく、子どもを対象とした家庭や学校、地

域生活などあらゆる場面での男女共同参画に関する学習機会の充実に注力します。 

 

 国や愛知県のプランにおいては、政策・方針決定過程への女性の参画の拡大を重要項目と位置付けて

いることから、本市においても積極的に政策・方針決定過程の場への女性の参画を促進する必要があり

ます。 

また、みよし市では、共働き世帯が国や愛知県よりも多い水準であるにも関わらず、共働き世帯にお

いても家事などの負担が女性に偏っており、男性の家庭への参画が進んでいない現状があります。 

そのため、子育て支援の充実や職場の理解などにより男性の家庭参画を推進するとともに、女性の就

業支援を含めたあらゆる分野での女性活躍を推進し、男女ともに自分らしい生活を実現できる環境の整

備を重点的に行います。 

 

国の計画においても、防災・復興、環境問題における男女共同参画の推進が“Ⅱ 安全・安心な暮ら

しの実現”に位置づけられるなど、女性視点の防災や避難所等においての配慮が求められています。そ

こで、本プランにおいても、防災に関する方針を基本目標Ⅱから基本目標Ⅲに移動させます。 

また、市民アンケートの結果からも、災害時における女性の視点を踏まえた取組へのニーズがみられ

ました。これらの現状を踏まえ、女性の視点からの防災対策の充実に重点的に取り組みます。 

  



国では令和５年４月現在、LGBT など性的少数者をめぐる理解増進法案の成立が議論される中、本市

では令和４年 10 月より「パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度」をスタートさせました。 

性的マイノリティの人たちが、周囲の人たちの差別や偏見などにより苦しむことがないよう、多様な

性のあり方について理解を深め、互いに認め合うことができる社会の構築に努める必要があります。 

また、LGBTQ 等の性に限らず、誰もが差別、偏見、その他不当な扱いを受けることなく、自分らしく

生きられる社会をつくるために、全ての人が自分事として人権意識を高めていく必要があります。 

そのため「多様性を認め合う社会づくり」を新たに基本目標Ⅳとして掲げます。 

 

なお、プランの推進体制は、プラン内に掲げた施策を効果的かつ計画的に推進するためには、どうす

るべきかを記載するものであり、プラン内の体系とは一線を画するものであることから、同プランの体

系内への位置づけから切り離し、『プランの内容』の後に『計画の推進体制』という章を設けて記述すべ

きと考えています。 




